予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名: 小児救急電話相談事業
（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備係　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：26,082千円（前年度予算額：19,245千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　小児の保護者等が、休日夜間の急な病気やけがにどう対処したらよいか判断に迷った時に、電話相談で看護師等が適切な助言を行うことにより、保護者の不安を解消し、不要不急な医療機関への受診を抑制することを目的とする。

	２　所要経費


事業費：26,082千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	19,245
	9,622
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,623

	要求額
	26,082
	10,883
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,199

	決定額
	26,082
	10,883
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,199


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　厚生労働省の主導で小児の保護者等を対象とした小児救急電話相談事業が開始され、岐阜県も平成17年８月から実施している。今後も現相談体制を維持し、小児救急患者の医療機関の適正受診を推進してゆく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前（人）
	指標の推移（人）
	現在値（人）
	目　標（人）
	達成率

	小児救急電話相談件数

	1,009
（H17）
	7,301
（H21）
	12,846
（H22）
	14,904
（H23）
	－
（H－）
	－％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　小児の急病に対しての相談であり、その発生率や緊急性は予測できないため、相談件数の増や助言内容についての指標は設定できない。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 小児救急電話相談事業の周知
　・こどもの急病ガイドブック（県医師会発行、県編集協力）に事業内容を掲載、対象としているこどもを持つ保護者に対し、事業を周知。
※平成24年12月 改訂版発行予定。
（2） 県及び関係団体ホームぺージでの事業周知
　・県のホームページ（医療－救急医療対策）において事業内容を周知。
・県国際交流センターのホームページ（外国人のための生活情報）において、４カ国語（英語、中国語、ポルトガル語、タガログ語）での事業周知。

※平成24年10月～


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成23年度と同程度（6ヶ月で7,400件）の相談に対応している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	小児科医療に対する適正受診を推進につながるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	緊急受診が必要と助言した案件は、平成24年度（上半期で、平成19.3％、 1,433件）、平成23年度（14.8％、2,204件）、平成22年度（17.8％、2,280件）であった。これ以外の案件については翌日以降の受診又は助言のみにとどまっており、小児救急患者の適正受診が図られている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成22年度から民間事業者への委託とし、電話相談時間を拡大し、24時間体制とした。この結果、相談件数が対前年比176％となった。
平成24年度には、相談者の満足度についても記録を始め、99％以上の相談者が、相談員からの助言に納得して電話相談を終えている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　相談件数が年々増加しているため、対応できる体制の確保を図っていく必要がある。

　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
不要不急の患者の受診抑制、保護者の不安解消と適切な受診行動を促すためにも、必要な事業である。








